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決算取締役会開催日 平成18年5月18日 中間配当制度の有無 無

配当支払開始予定日 平成18年6月30日 定時株主総会開催日 平成18年6月29日

単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）   

１．平成18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 14,373 6.6 993 8.0 681 3.9

17年3月期 13,480 △0.3 919 22.7 656 99.4

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 861 177.6 28 79 ― ― 15.9 4.6 4.7

17年3月期 310 8.5 10 20 ― ― 6.7 4.7 4.9

（注）①期中平均株式数 18年3月期  　 29,337,356株 17年3月期 29,356,133株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 6 00 ― ― 6 00 175 20.8 2.9

17年3月期 4 00 ― ― 4 00 117 39.2 2.5

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 15,684 6,071 38.7 206 43

17年3月期 13,971 4,772 34.2 162 26

（注）①期末発行済株式数 18年3月期           29,329,105株 17年3月期 29,346,333株

②期末自己株式数 18年3月期       70,895株 17年3月期 53,667株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 10,350 1,150 960 　 ― 　― 　―

通　期 15,100 730 700 　― 6 00 6 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）23円86銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

 
 

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   888,468   896,168   

２．受取手形   262,057   418,649   

３．売掛金 ※(4)  4,201,264   3,753,732   

４．商品   56,770   52,934   

５．製品   2,215,960   2,549,007   

６．半製品   817   491   

７．原材料   473,952   566,889   

８．仕掛品   405,278   538,342   

９．貯蔵品   6,281   6,674   

10．前渡金   10,732   30,233   

11．前払費用   21,466   19,337   

12．短期貸付金   5,644   322   

13．繰延税金資産   ―   283,990   

14．未収入金   174,436   240,839   

15．その他   4,487   10,843   

16．貸倒引当金   △14,402   △4,703   

流動資産合計   8,713,217 62.4  9,363,752 59.7 650,534

Ⅱ　固定資産         

(1）有形固定資産 ※(1)        

１．建物   784,662   755,304   

２．構築物   97,489   89,451   

３．機械及び装置   434,916   484,894   

４．車両及び運搬具   6,562   9,752   

５．工具・器具及び備品   187,740   213,044   

６．土地   582,162   582,162   

７．建設仮勘定   19,899   4,474   

有形固定資産合計   2,113,433 15.1  2,139,085 13.6 25,652
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(2）無形固定資産         

１．商標権   566   466   

２．ソフトウェア   5,855   170   

３．電話加入権   6,062   5,989   

無形固定資産合計   12,484 0.1  6,626 0.1 △5,858

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券   1,990,639   2,955,573   

２．関係会社株式   788,296   1,061,853   

３．長期貸付金   3,000   ―   

４．従業員に対する長期貸
付金

  322   ―   

５．関係会社長期貸付金   738,151   ―   

６．破産債権更生債権その
他これらに準ずる債権

  814,458   54,092   

７．長期前払費用   30,050   25,198   

８．その他   148,157   143,441   

９．貸倒引当金   △1,380,815   △65,607   

投資その他の資産合計   3,132,261 22.4  4,174,552 26.6 1,042,290

固定資産合計   5,258,179 37.6  6,320,264 40.3 1,062,085

資産合計   13,971,396 100.0  15,684,016 100.0 1,712,619
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．支払手形 ※(4)  1,293,050   1,507,605   

２．買掛金 ※(4)  1,563,068   1,762,184   

３．短期借入金   4,550,000   4,250,000   

４．１年内に返済する長期借
入金

  644   322   

５．未払金   377,793   463,924   

６．未払法人税等   153,623   5,785   

７．未払事業所税   3,513   3,676   

８．前受金   14,721   9,392   

９．預り金   10,468   11,393   

10．賞与引当金   162,000   154,000   

11．売上割戻引当金   409,341   331,288   

12．返品調整引当金   92,254   78,197   

13．設備関係等支払手形   43,049   82,331   

14．その他   1,340   242   

流動負債合計   8,674,870 62.1  8,660,345 55.2 △14,524

Ⅱ　固定負債         

１．長期借入金   322   ―   

２．繰延税金負債   210,446   590,222   

３．退職給付引当金   49,019   63,265   

４．役員退職慰労引当金   227,810   266,210   

５．その他   36,182   32,490   

固定負債合計   523,779 3.7  952,189 6.1 428,409

負債合計   9,198,650 65.8  9,612,534 61.3 413,884

         

ー 36 ー



 
 

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※(2)  2,889,600 20.7  2,889,600 18.4 ―

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  1,295,178   1,295,178    

資本剰余金合計   1,295,178 9.3  1,295,178 8.3 ―

Ⅲ　利益剰余金         

  １．別途積立金  ―   120,000    

２．当期未処分利益  354,053   967,293    

利益剰余金合計   354,053 2.5  1,087,293 6.9 733,240

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   243,279 1.8  814,704 5.2 571,424

Ⅴ　自己株式 ※(3)  △9,365 △0.1  △15,295 △0.1 △5,929

資本合計   4,772,746 34.2  6,071,482 38.7 1,298,735

負債資本合計   13,971,396 100.0  15,684,016 100.0 1,712,619
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(2）損益計算書

 
 

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１．商品売上高  2,573,676   2,659,086    

２．製品売上高  10,907,309 13,480,986 100.0 11,714,681 14,373,768 100.0 892,781

Ⅱ　売上原価         

１．商品製品期首たな卸高  2,137,291   2,272,730    

２．当期商品仕入高  2,075,153   2,243,687    

３．当期製品製造原価 ※(5) 7,769,332   8,393,592    

４．原材料売上原価  42,368   10,875    

合計  12,024,146   12,920,886    

５．製品自家使用高 ※(1) 1,081,328   1,127,486    

６．製品評価損 ※(2) 115,104   127,883    

７．商品製品期末たな卸高  2,272,730   2,601,942    

合計  3,469,163 8,554,982 63.5 3,857,312 9,063,573 63.1 508,591

売上総利益   4,926,004 36.5  5,310,194 36.9 384,190

返品調整引当金取崩額   232,670   92,254   

返品調整引当金繰入額   92,254   78,197   

差引売上総利益   5,066,420 37.6  5,324,250 37.0 257,830

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１．運送費  518,738   550,252    

２．広告宣伝費  780,341   847,384    

３．貸倒引当金繰入額  25,643   ―    

４．給料手当  715,159   722,395    

５．賞与  130,579   134,900    

６．賞与引当金繰入額  110,000   109,000    

７．退職給付費用  119,987   115,562    

８．役員退職慰労引当金繰入
額

 37,900   38,400    

９．減価償却費  40,156   37,229    

10．研究開発費 ※(5) 236,227   255,921    

11．その他  1,431,791 4,146,525 30.8 1,519,673 4,330,720 30.1 184,194

営業利益   919,895 6.8  993,530 6.9 73,635
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息 ※(3) 25,127   15,324    

２．受取配当金 ※(3) 66,188   84,820    

３．不動産賃貸料  29,326   28,771    

４．技術指導収入 ※(3) 84,852   117,397    

５．その他 ※(3) 77,118 282,614 2.1 78,020 324,333 2.2 41,719

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  55,486   27,210    

２．売上割引  39,236   40,199    

３．製品評価損 ※(2) 115,104   127,883    

４．製品処分損  274,581   380,906    

５．材料処分損  21,623   14,115    

６．その他  40,350 546,382 4.0 45,972 636,287 4.4 89,905

経常利益   656,126 4.9  681,576 4.7 25,449

Ⅵ　特別利益         

１．投資有価証券売却益  1,968   591    

２．貸倒引当金戻入額  25,548   16,900    

３. 保険金収入  497,877   15,519    

４. その他  5 525,399 3.9 2,422 35,432 0.3 △489,966

Ⅶ　特別損失         

１．固定資産除売却損 ※(4) 26,375   2,255    

２．関係会社株式評価損  49,987   ―    

３．貸倒引当金繰入額  190,000   ―    

４．貸倒損失  ―   106,674    

５.災害修復費用  465,870 732,233 5.5 9,777 118,707 0.8 △613,526

税引前当期純利益   449,292 3.3  598,302 4.2 149,009

法人税、住民税及び事業
税

 138,898   20,666    

法人税等調整額  － 138,898 1.0 △283,990 △263,323 △1.8 △402,221

当期純利益   310,394 2.3  861,625 6.0 551,231

前期繰越利益   43,658   105,667  62,009

当期未処分利益   354,053   967,293  613,240
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　原材料費  4,600,442 62.4 4,999,015 63.2  

Ⅱ　製品仕入高  1,103,212 15.0 1,179,264 14.9  

Ⅲ　労務費 ※(1) 666,883 9.0 651,201 8.3  

Ⅳ　経費 ※(2) 998,797 13.6 1,077,324 13.6  

当期総製造費用  7,369,335 100.0 7,906,805 100.0 537,469

期首半製品仕掛品たな
卸高

 411,358  406,096   

製品解体による受入高  513,804  731,871   

合計  8,294,499  9,044,773  750,273

他勘定振替高 ※(3) 119,071  112,347   

期末半製品仕掛品たな
卸高

 406,096  538,833   

当期製品製造原価  7,769,332  8,393,592  624,259

　（注）　原価計算の方法は部門別総合原価計算法であります。

前事業年度 当事業年度

※(1）労務費のうちには、賞与引当金繰入額52,000千円

が含まれています。

※(1）労務費のうちには、賞与引当金繰入額45,000千円

が含まれています。

※(2）経費のうち主なものは、次のとおりであります。 ※(2）経費のうち主なものは、次のとおりであります。

減価償却費 193,008千円

試験研究費 186,105

減価償却費      196,781千円

試験研究費 171,683

※(3）他勘定振替高は、次のとおりであります。 ※(3）他勘定振替高は、次のとおりであります。

有形固定資産 79,875千円

営業外費用 32,735

販売費及び一般管理費 6,460

有形固定資産       82,974千円

営業外費用 26,530

販売費及び一般管理費 2,841
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(3）利益処分案

  
前事業年度

株主総会承認日
（平成17年６月29日）

当事業年度
株主総会承認日

（平成18年６月29日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   354,053  967,293 613,240

Ⅱ　利益処分額       

　　　１.配当金  117,385  175,974   

　　　２.役員賞与金  11,000  17,000   

　　　３.任意積立金       

　　 (1)別途積立金  120,000 248,385 650,000 842,974 594,589

Ⅲ　次期繰越利益   105,667  124,319 18,651
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による

原価法によっております。

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）　　　　　　　　 同左

(2）その他有価証券のうち時価のあるものにつきまして

は、期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。

　時価のないものにつきましては、移動平均法による

原価法によっております。

(2）　　　　　　　　 同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品、製品、半製品、仕掛品、原材料は、総平均法

による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）　　　　　　　　 同左

(2）貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法によってお

ります。

(2）　　　　　　　　 同左

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については、定額法によっており

ます。

　なお主な耐用年数は以下のとおりであります。

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

同左

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～11年

 

無形固定資産　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

４．引当金の計上基準

(1）　　　　　　　　 同左

(2）賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため支

給見込額を計上しております。

(2）　　　　　　　　 同左

(3）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、15年による

均等額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。

(3）　　　　　　　　 同左
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）売上割戻引当金は、販売した製商品の将来発生する

売上割戻に備えるものであって、割戻対象となる売上

高に直近の実績をもととして計算した割戻率を乗じて

計上しております。

(4）　　　　　　　　 同左

(5）返品調整引当金は、返品による損失に備えるため返

品率及び売買利益率等の実績をもとに必要額を計上し

ております。

（追加情報）

　従来、返品調整引当金の算定基礎となる返品率につ

いては通年の返品実績をもとに算出しておりましたが、

返品の実態を厳密に把握した結果、季節により返品率

が大きく変動することが明らかになりました。よって

当期より、期末時に返品の可能性のある売上に対する

返品率を基に返品調整引当金の計算をしております。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、101,406

千円多く計上されております。

(5）返品調整引当金は、返品による損失に備えるため

　返品率及び売買利益率等の実績をもとに必要額を計

上しております。

(6）役員退職慰労引当金は、役員の退職金の支出に備え

るため内規に基づく要支給額を計上しております。

(6）　　　　　　　　 同左

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

５．リース取引の処理方法

   　　　　　　　　 同左

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の処理方法

   　　　　　　　　 同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

－ 　固定資産の減損に係る会計基準 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及び、「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針6号、平成15

年10月31日）が、当事業年度より適用されることになった

ことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針を適

用しています。

なお、当該変更が損益に与える影響はありません。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※(1）有形固定資産に対する減価償却費累計額は

7,267,934千円であります。

※(1）有形固定資産に対する減価償却費累計額は

7,469,319千円であります。

※(2）会社が発行する株式の総数は普通株式80,000千株で、

発行済株式数は普通株式29,400千株であります。

※(2）会社が発行する株式の総数は普通株式80,000千株で、

発行済株式数は普通株式29,400千株であります。

※(3）当社が保有する自己株式の数は、普通株式53,667株

であります。

※(3）当社が保有する自己株式の数は、普通株式70,895株

であります。

※(4）関係会社に対するものとして科目を区分掲記したも

ののほか、関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。

※(4）関係会社に対するものとして科目を区分掲記したも

ののほか、関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。

売掛金 439,386千円

支払手形 6,795

買掛金 310,389

破産債権更生債権その他これら

に準ずる債権

761,432

売掛金 429,659千円

支払手形 8,825

買掛金 524,259

　(5）配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産は243,279千円でありま

す。

　(5）配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産は814,704千円でありま

す。

 (6）平成14年６月27日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っています。

 (6）　　　　　　　　　　―

資本準備金 889,065千円

利益準備金 414,520

 (7)　受取手形割引高は、416,387千円であります。  (7)　受取手形割引高は、228,203千円であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※(1）このうち874,596千円は製品解体による振替高であっ

て、29,458千円は原材料増加高に、596,588千円は半

製品仕掛品増加高に、248,549千円は製品処分損とし

て計上しております。

※(1）このうち1,108,491千円は製品解体による振替高で

あって、22,243千円は原材料増加高に、731,871千円

は半製品仕掛品増加高に、 354,375千円は製品処分損

として計上しております。

※(2）期末たな卸の商品及び製品のうち包装不良分に対し

て評価減を行ったものであります。

※(2）　　　　　　　　 同左

※(3）関係会社に対するものとして科目を区分掲記したも

ののほか、関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。

※(3）関係会社に対するものとして科目を区分掲記したも

ののほか、関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。

受取利息 24,707千円

受取配当金 22,768

技術指導収入 33,048

その他（営業外収益） 20,000

受取利息       14,729千円

受取配当金       35,113

技術指導収入       42,287

その他（営業外収益）       20,000

※(4）この主なものは次のとおりであります。 ※(4）この主なものは次のとおりであります。

機械及び装置除却損 18,342千円

工具・器具及び備品除却損 5,479

機械及び装置除却損       1,982千円

工具・器具及び備品除却損      273

※(5）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は422,332千円であります。

※(5）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は427,605千円であります。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両及び運搬具 130,057 65,697 64,360

工具、器具及び
備品

126,507 58,999 67,508

合計 256,564 124,696 131,868

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両及び運搬具 136,370 70,213 66,157

工具、器具及び
備品

130,153 76,367 53,785

その他 4,400 439 3,960

合計 270,924 147,020 123,903

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 51,620千円

１年超 85,962

合計 137,583

１年内       50,627千円

１年超 75,836

 

合計
126,464

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 60,408千円

減価償却費相当額 56,676

支払利息相当額 3,371

支払リース料       57,258千円

減価償却費相当額 54,105

支払利息相当額 3,156

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左
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②　有価証券

　前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）及び当事業年度（自　平成17年４月１日　至　

平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度

（平成18年３月31日現在）

繰延税金資産   

未払事業所税 1,421千円 1,491千円

未払事業税 16,493 6,589

賞与引当金 65,512 62,478

売上割戻引当金 165,537 134,404

投資有価証券評価損 27,909 7,719

貸倒引当金 552,780 20,285

退職給付引当金 19,823 25,667

役員退職慰労引当金 92,126 108,001

繰越欠損金 － 323,702

製品評価損 75,670 71,368

その他 4,867 11,370

繰延税金資産小計 1,022,142 773,074

評価性引当額 △1,022,142 △489,084

繰延税金資産合計 － 283,990

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △210,446 △590,222

繰延税金負債合計 △210,446 △590,222

繰延税金資産（負債）の純額 △210,446 △306,232

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度

（平成18年３月31日現在）

法定実効税率 40.57％ 40.57％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 － 3.51

受取配当金等永久に損金に算入されない項目 － △1.37

住民税均等割等 － 1.89

税務上の繰越欠損金の利用 △32.67 －

評価性引当金の増減 16.64 △89.1

その他 6.43 0.48

税効果会計適用後の法人税等の負担額 30.97 △44.01
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（１株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

(1）１株当たり純資産額 162.26円

(2）１株当たり当期純利益金額 10.20円

(1）１株当たり純資産額       206.43円

(2）１株当たり当期純利益金額      28.79円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきまして

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきまして

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当期純利益（千円） 310,394 861,625

普通株主に帰属しない金額（千円） 11,000 17,000

普通株式に係る当期純利益（千円） 299,394 844,625

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,356 29,337

（重要な後発事象）

　該当する事項はありません。
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７．役員の異動

　役員の異動につきましては、記載が可能になり次第開示致します。
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